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令和７年度宮城県職員ＰＲ動画制作業務仕様書 

 

１ 委託業務の名称 

  令和７年度宮城県職員ＰＲ動画制作業務 

 

２ 業務目的 

  現在の採用市場は、学生にとって有利な「売り手市場」が続いており、多くの学生が複数の

内定を獲得している状況にある。このような状況下で、宮城県が将来を担う優秀な人材を確保

するためには、学生に対して戦略的かつ魅力的な情報発信を行い、就職先としての関心を高め

ることが急務となっている。 

  本業務は、学生が就職先を選定する際に重視する情報や、公務員に対するイメージを踏まえ、

宮城県職員として働くことの多様な魅力（安定性、ワークライフバランス、社会貢献、成長機

会、多様な職種、充実した福利厚生、勤務地の確実性等）を効果的に伝え、応募意欲を喚起す

るＰＲ動画を制作し、宮城県職員を志望する学生を増加させることを目的とするものである。 

 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和８年２月２７日まで 

 

４ 業務概要 

  受注者は、宮城県（以下「発注者」という。）の指示のもと、宮城県職員の採用試験への応

募意欲喚起につながるＰＲ動画の企画・制作をすること。 

  また、受注者は、本業務の実施期間中、適切な会議（キックオフ会議、定例進捗会議等。実

施頻度は、業務の進捗状況等を踏まえ柔軟に決定。）を実施し、発注者と適切に情報共有する

こと。なお、その際に必要な資料は、受注者が作成すること。 

 

５ 業務内容 

 （１）実施内容 

    受注者は、発注者の指示のもと、ＰＲ動画作成に伴う下記の業務を行うものとする。 

1 企画・構成・演出 

2 情報発信・展開計画作成 

3 脚本作成 

4 出演者調整 

※受注者：動画に登場する職員のコンセプトや人数等を調整 

※発注者：出演する職員を選定 
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5 撮影準備・実施 

6 編集 

7 権利処理 

8 構成・修正 

9 納品 

10 動画公開後の効果測定や原因分析に関するフォローアップ 

11 その他動画作成に係る一切の業務 

 

 （２）制作する動画の要件 

    動画は下記の要素を含んで制作すること。 

1 職種紹介に留まらず、宮城県職員として働くことの本質的な魅力が

伝わるようにすること 

2 様々な職種の職員を登場させること 

※具体的な職種は発注者と協議の上、決定 

3 視聴者が共感できるリアルな職場及び業務風景を取り入れること 

4 ワークライフバランスの取組みが可視化できるようにすること 

5 定期的な異動に関するネガティブなイメージや不安を払拭できるよ

うな内容を取り入れること 

6 各地方機関の地理的情報の紹介等をすることで、県職員の勤務場所

の多くは仙台を拠点とした通勤圏内であることを理解してもらえる

ようにすること 

7 その他宮城県職員として働く魅力をより効果的に伝えるために必要

な企画 

 

６ 成果物 

 （１）納品物 

  ア 本編動画：６本程度（３分～５分程度） 

  イ 短編動画：１４本程度（６０秒～９０秒程度） 

※発注者と協議の上、ＳＮＳ等での活用を想定し、テーマ別やプラットフォーム特性

（縦型動画等）に合わせた編集を指示することもある。 

  ウ 動画ファイル形式はＭＰ４形式（フルＨＤ画質以上）とする。 

  エ 制作する本編動画及び短編動画の本数の内訳については発注者と協議の上で決定する。 
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 （２）納品期限 

    令和８年１月３０日（金）まで 

 （３）納品場所 

    宮城県総務部人事課（本庁舎５階） 

 

７ その他特記事項 

（１）業務の進行に当たっては、発注者と十分に連絡調整し、必要に応じて打合せを行いなが

ら実施すること。また、動画撮影の実施前には発注者の確認を受けること。 

 （２）本仕様書は、業務の概要を示すものであり、業務内容の詳細については、企画提案書に

基づくほか、受注者と発注者との協議により決定する。 

 （３）受注者は、本業務を通じて知りえた秘密を第三者に漏えいすること及び資料並びにデー

タの紛失、滅失、毀損、盗難等を防止するために必要な措置を講ずること。また、本業務

の結果等の使用、保存、処分等にあたっては、秘密の保持に十分配慮するとともに、発注

者の指示に従うこと。 

 （４）業務の遂行に当たっては、個人情報保護に係る法令等に準拠した対応を行うとともに、

各関係者のプライバシーの保護に十分配慮しながら、業務上知り得た個人情報を紛失し又

は業務に必要な範ちゅうを超えて他に漏らすことのないよう、万全の注意を払うものとす

る。また、別記「個人情報取扱特記事項」及び別記「情報セキュリティ特記事項」を遵守

すること。 

 （５）本業務において制作した各種素材画像等の著作権は発注者に帰属するものとし、発注者

は、当該各種素材画像等を、自ら使用するために必要な範囲において随時利用できるもの

とする。また、本業務において制作した各種素材画像等について、発注者に対し受注者は

著作者人格を行使しないものとする。受注者は、本業務において制作した各種素材画像等

について、いかなる部分も第三者の著作権やその他の知的財産権に基づく権利を侵害して

いないことを発注者に保証し、第三者から成果品に関して知的財産権侵害を主張された場

合の一切の責任は受注者が負うものとする。 

（６）本業務に関する事故等については、発注者に速やかに報告するとともに、受注者の責任

により、適正に処理すること。また、事故等により生じた損害の一切は受注者の負担とす

る。 

 （７）業務の実施にあたって必要な事項のうち、本書で明記の無い点又は疑義が生じた場合、

並びにこれに係る変更を行う場合は、発注者及び受注者で協議し、発注者が指示するもの

とする。 
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８ 発注者担当部署（事務局） 

  宮城県総務部人事課人事企画・研修班 

  〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号（県行政庁舎５階） 

  ＴＥＬ 022(211)2227 

  E-mail zinzikik@pref.miyagi.lg.jp 

 

mailto:zinzikik@pref.miyagi.lg.jp


別 記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下単に「業務」と

いう。）の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適

正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終

了し、又はこの契約を解除された後においても、同様とする。 

 （個人情報管理責任者等） 

第３ 受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」

という。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報

告しなければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、事前に書面により

報告しなければならない。 

３ 個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を

適切に実施するよう業務従事者を監督しなければならない。 

４ 業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければ

ならない。 

 （作業場所の特定） 

第４ 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注

者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に発注者に報告しなければならない。 

 （個人情報の持ち出しの禁止） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち

出してはならない。 

（保有の制限） 

第６ 受注者は、業務を行うために個人情報を取得し、又は作成するに当たっては、個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「法」という。）第 61 条第１項に規定する法

令の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、利用目的の達成に必要な範囲

を超えて個人情報を保有してはならない。 

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 

第７ 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報をこの契約の

目的以外のために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、毀損及び滅失の防止等） 

第８ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（教育の実施） 

第９ 受注者は、個人情報管理責任者及び業務従事者に対して、在職中及び退職後においても当



該契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならないこと、及び特記事項において業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な

履行に必要な事項について、教育及び研修を実施しなければならない。 

（資料の返還等） 

第 10 受注者は、業務を処理するために、発注者から引き渡された、又は受注者自らが取得し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料は、業務完了後使用する必要がなくなった場合は、

速やかに、かつ、確実に廃棄するものとする。ただし、発注者が別に指示したときは当該方法

によるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第 11 受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を

発注者の書面による承諾なしに複写又は複製してはならない。 

 （個人情報の運搬） 

第 12 受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を

運搬するときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任において、

確実な方法により運搬しなければならない。 

（再委託の承諾） 

第 13 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面によ

り承諾した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。なお、再委託した業務を

更に委託する場合も同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委

託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を

確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、

書面により再委託する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、受注者は再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注

者に対して、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理、監督の手続及び方法につい

て具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するととも

に、発注者の求めに応じて、管理し、及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければな

らない。 

（実地調査） 

第 14 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実

地に調査することができる。 

２ 受注者は、前項に定める事項について書面で提出することにより、実地の調査に代えること

ができる。 

（指示及び報告等） 

第 15 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者

に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

（個人情報に関する取扱要領等の作成） 

第 16 受注者は、個人情報の適切な管理を確保するため、業務に関して取り扱う個人情報の取扱



要領等を作成し、発注者に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第 17 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に

係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件

数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従うものとする。 

２ 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故

に関する情報を公表することができる。 

 

 

 



別記 

 

情報セキュリティ特記事項 

 

 （責任体制の整備） 
第１ 受注者は、本業務の情報資産の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなければな

らない。 
 （作業責任者等の届出） 
第２ 受注者は、情報資産の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面により発注者に報告しなければならな

い。 
２ 受注者は、情報資産の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を変更する場合の手続を定めなければならない。 

３ 受注者は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならない。 
４ 作業責任者は、本特記事項に定める事項を適正に実施するよう作業従事者を監督しなければならない。 
５ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 
 （作業場所の特定） 
第３ 受注者は、情報資産を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着手前に書面により発注者に報

告しなければならない。また、作業場所を変更する場合も同様とする。 
２ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対して、所属名等が分かる

ように身分証明書等を常時携帯させなければならない。 
 （派遣労働者等の利用時の措置） 
第４ 受注者は、本業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、正社員以外の労働者に

本特記事項に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 
２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 
 （教育の実施） 
第５ 受注者は、情報資産の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記事項における作業従事者が遵守すべき

事項その他本業務の適正な履行に必要な教育及び研修を、作業従事者全員に対して実施しなければならない。 
２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立しなければならない。 
 （守秘義務） 
第６ 受注者は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、契約期間満了

後又は契約解除後も同様とする。 
２ 受注者は、本業務に携わる作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を提出させなければならな

い。 
 （再委託） 
第７ 受注者は、本業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。ただし、本業務の一部をやむを得

ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り

扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確に

した上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を発注者に申請し、その承認を得なければならない。 

２ 前項ただし書により、本業務の一部をやむを得ず再委託する場合、受注者は、再委託先に本特記事項に基づく一切の

義務を遵守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 
３ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について具体的に規定しなけ

ればならない。 
４ 受注者は、再委託先に対して本業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応

じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。 
 （情報資産の管理） 
第８ 受注者は、次の各号の定めるところにより、情報資産の管理を行わなければならない。 
 (１) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に情報資産を保管すること。 
 (２) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、情報資産を定められた場所から持ち出さないこと。 
 (３) 情報資産を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施すこと。 
 (４) 事前に発注者の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で行う場合を除き、情報資産を

複製又は複写しないこと。 
 (５) 情報資産を移送する場合は、移送時の体制を明確にすること。 
 (６) 情報資産を電子データで保管する場合は、当該データが記録された媒体及びそのバックアップの保管状況並び

に記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 
 (７) 情報資産を管理するための台帳を整備し、情報資産の利用者、保管場所その他の取扱状況を当該台帳に記録する

こと。 
 (８) 情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の情報セキュリティインシデント（以下「インシデント」という。）

を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維持に責任を負うこと。 

 



 (９) 作業場所に、私物等の受注者が管理をしていないパソコン等の端末及び外部電磁的記録媒体等を持ち込んで、情

報資産を取り扱う作業を行わせないこと。 
 (10) 情報資産を利用する作業を行うパソコン等に、情報の漏えいにつながると考えられる業務に関係のないアプリ

ケーションをインストールしないこと。 
 （目的外利用及び第三者への提供の禁止） 
第９ 受注者は、本業務の情報資産について、本業務以外の目的で利用してはならない。また、発注者に無断で第三者へ

提供してはならない。 
 （情報資産の受渡し） 
第１０ 受注者は、発注者との情報資産の受渡しに関しては、発注者が指定した手段、日時及び場所で行った上で、発注

者に情報資産の預り証を提出しなければならない。 

 （情報資産の返却、消去及び廃棄） 
第１１ 受注者は、本業務の終了後、本業務の情報資産について、発注者の指定した方法により、返却、消去又は廃棄を

実施しなければならない。ただし、受注者において、秘匿化処理を行う場合は、その限りではない。 
２ 受注者は、本業務の情報資産を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は廃棄すべき情報資産の項目、媒体名、数量、

消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面により発注者に申請し、その承認を得なければならない。 
３ 受注者は、情報資産の消去又は廃棄に際し、発注者から立会いを求められた場合は、これに応じなければならない。 
４ 受注者は、本業務の情報資産を消去又は廃棄する場合は、当該情報が記録されたパソコン等や電磁的記録媒体等の物

理的な破壊その他当該情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなければならない。 
 （定期報告及び緊急時報告） 
第１２ 受注者は、発注者から、情報資産の取扱状況について報告を求められた場合は、遅滞なく報告しなければならな

い。 
２ 受注者は、情報資産の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければならない。 
 （監査及び検査） 
第１３ 発注者は、本業務に係る情報資産の取扱いについて、本特記事項の規定に基づき、必要な措置が講じられている

かどうかを検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、報告を求めることができる。 
２ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は本業務の処理に関して必要な指示をす

ることができる。 
 （インシデント時の対応） 
第１４ 受注者は、本業務に関し、インシデントが発生した場合は、そのインシデントの発生に係る帰責の有無に関わら

ず、直ちに発注者に対して、当該インシデントに関する情報の内容、件数、インシデントの発生場所、発生状況を書面

により報告し、発注者の指示に従わなければならない。 
２ 受注者は、インシデントが発生した場合に備え、発注者その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、

再発防止の措置を迅速かつ適正に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。 
３ 発注者は、本業務に関しインシデントが発生した場合は、必要に応じて当該インシデントに関する情報を公表するこ

とができる。 
  


